
平成 15年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 15年 5月 29日

上   場   会   社   名       大平洋金属株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       5541 本社所在都道府県

代 表 者   役 職 名 代表取締役社長 東京都

　　　　　　  氏      名　　　　　　　　　　　　　　城井 　　徹
問合せ先  責任者役職名 取締役総務部長
　　　　　　  氏　   名　　　　　　　　　　　　　　庭山　隆夫 TEL (03) 3201 - 6681
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 29日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 15年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 　　　　百万円未満切り捨てて表示しております。

　  　売　　上　　高 　   営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 36,302 21.7 6,425 662.1 5,298 -

14年  3月期 29,832 △ 26.0 843 △ 90.1 △ 187 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 2,041 - 10.43 - 21.5 10.7 14.6

14年  3月期 △ 1,285 - △ 6.57 - △ 14.2 △ 0.4 △ 0.6
(注)１．期中平均株式数 15年  3月期   195,718,294 株　　　14年  3月期   195,762,906 株 
     ２．会計処理の方法の変更　　　無
     ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

14年  3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

（注）15年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
     　　　総  資  産      　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 48,617 10,523 21.6 53.78

14年  3月期 50,609 8,482 16.8 43.33
(注)１．期末発行済株式数　15年  3月期    　195,680,512 株　14年  3月期    　195,756,076 株

 　 ２．期末自己株式数　　15年  3月期         　90,201 株　14年  3月期         　14,637 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 18,880 2,940 2,830 0.00 － －

通　　期 36,330 4,930 5,640 － 0.00 0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   28 円 81 銭 

＊上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によっては
　異なる業績結果となることも予想されますのでご了解ください。
　なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料５ページをご参照ください。



貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

資 産 の 部

第 77 期 第 76 期 増 減

（H 15. 3.31現在） （H14. 3.31現在）

流 動 資 産 １５，５６７ １２，７２１ ２，８４５

現 金 及 び 預 金 ６，３１６ ４，０４１ ２，２７４

受 取 手 形 １２０ １６７ △ ４７

売 掛 金 ３，０１１ ２，７６９ ２４２

有 価 証 券 １９９ － １９９

商 品 及 び 製 品 １，６１６ １，４３６ １７９

半 製 品 及 び 仕 掛 品 ８２３ ８０４ １８

原 材 料 １，１３５ １，５４６ △ ４１０

貯 蔵 品 ３２４ ２５３ ７１

前 渡 金 ９２ ５５ ３７

前 払 費 用 ３５２ ３８０ △ ２７

繰 延 税 金 資 産 １，１７２ ９９４ １７８

短 期 貸 付 金 ２８ ２２ ６

未 収 入 金 １５９ １３８ ２１

そ の 他 の 流 動 資 産 ２２１ １１１ １１０

貸 倒 引 当 金 △ ７ △ ０ △ ７

固 定 資 産 ３３，０５０ ３７，８８７ △ ４，８３７

有 形 固 定 資 産 ２６，５２４ ２７，７７０ △ １，２４６

建 物 ６，１５７ ６，４７５ △ ３１７

構 築 物 ８４６ ８９０ △ ４４

機 械 及 び 装 置 ６，１８０ ６，９９７ △ ８１７

車 両 運 搬 具 ３３ ３７ △ ４

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 １１４ １２４ △ ９

土 地 １２，７８１ １３，１７６ △ ３９５

建 設 仮 勘 定 ４１１ ６８ ３４２

無 形 固 定 資 産 １７ １７ ０

投 資 等 ６，５０８ １０，０９９ △ ３，５９１

投 資 有 価 証 券 ２，２２０ ２，５５３ △ ３３３

子 会 社 株 式 ５９ ５９ ０

長 期 貸 付 金 ７，４３３ ６，９７４ ４５９

長 期 前 払 費 用 １，０１５ ９９７ １８

長 期 営 業 債 権 ３，８５０ ３，８６５ △ １５

そ の 他 の 投 資 ５１６ ５３７ △ ２１

貸 倒 引 当 金 △ ８，５８８ △ ４，８８８ △ ３，６９９

合 計 ４８，６１７ ５０，６０９ △ １，９９１



貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

負 債 及 び 資 本 の 部

第 77 期 第 76 期 増 減

（H.15. 3.31現在） （H.14. 3.31現在）

負 債 の 部 ３８，０９４ ４２，１２６ △ ４，０３２

流 動 負 債 ２７，５２７ ３９，２８５ △ １１，７５７

支 払 手 形 ８５８ ９８１ △ １２３

買 掛 金 １，０８１ １，０２６ ５５

短 期 借 入 金 １６，６８９ ２１，３４５ △ ４，６５５

一年以内返済の長期借入金 ６，９３４ １３，８６０ △ ６，９２５

未 払 金 ７２７ １３９ ５８７

未 払 法 人 税 等 ５ ５ ０

未 払 費 用 １，０２９ １，０８９ △ ６０

預 り 金 ６３ ６０ ３

債 務 保 証 損 失 引 当 金 － ６６１ △ ６６１

賞 与 引 当 金 １３６ １００ ３６

そ の 他 の 流 動 負 債 １ １５ △ １３

固 定 負 債 １０，５６６ ２，８４１ ７，７２４

長 期 借 入 金 ８，６３４ ９５２ ７，６８２

退 職 給 付 引 当 金 ５８３ ４３８ １４５

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５８ ３６ ２１

再評価に係る繰延税金負債 １，２８９ １，４１３ △ １２４

資 本 の 部 － ８，４８２ △ ８，４８２

資 本 金 － ２４，８２４ △ ２４，８２４

法 定 準 備 金 － １９，９７５ △ １９，９７５

資 本 準 備 金 － １８，９３２ △ １８，９３２

利 益 準 備 金 － １，０４２ △ １，０４２

再 評 価 差 額 金 － １，９７３ △ １，９７３

剰 余 金 － △ ３８，２１１ ３８，２１１

任 意 積 立 金 － ６，０００ △ ６，０００

当 期 未 処 分 利 益 － △ ４４，２１１ ４４，２１１

（ う ち 当 期 利 益 ） － （△ １，２８５） （ １，２８５）

その他有価証券評価差額金 － △ ７７ ７７

自 己 株 式 － △ １ １

資 本 の 部 １０，５２３ － １０，５２３

資 本 金 ２４，８２４ － ２４，８２４

資 本 剰 余 金 １８，９３２ － １８，９３２

資 本 準 備 金 １８，９３２ － １８，９３２

利 益 剰 余 金 △ ３４，９８０ － △ ３４，９８０

利 益 準 備 金 １，０４２ － １，０４２

任 意 積 立 金 ６，０００ － ６，０００

当 期 未 処 分 利 益 △ ４２，０２２ － △ ４２，０２２

（ う ち 当 期 利 益 ） (２，０４１) － (２，０４１)

土 地 再 評 価 差 額 金 １，８４５ － １，８４５

その他有価証券評価差額金 △ ９２ － △ ９２

自 己 株 式 △ ６ － △ ６

合 計 ４８，６１７ ５０，６０９ △ １，９９１



損 益 計 算 書

（単位：百万円）

第 ７７ 期 第 ７６ 期

自 H14. 4. 1 自 H13. 4. 1 増 減

至 H15. 3.31 至 H14. 3.31

売 上 高 ３６，３０２ ２９，８３２ ６，４７０

売 上 原 価 ２７，３３５ ２６，４２１ ９１３

販売費及び一般管理費 ２，５４１ ２，５６７ △ ２６

営 業 利 益 ６，４２５ ８４３ ５，５８２

営 業 外 収 益 ３７４ ４４９ △ ７５

受取利息及び配当金 １９０ ２３３ △ ４３

そ の 他 の 収 益 １８３ ２１６ △ ３２

営 業 外 費 用 １，５０１ １，４８０ ２０

支 払 利 息 １，０９２ １，０６０ ３１

そ の 他 の 費 用 ４０９ ４１９ △ １０

経 常 利 益 ５，２９８ △ １８７ ５，４８６

特 別 利 益 ８１６ １６８ ６４７

特 別 損 失 ４，３５０ ２，１４８ ２，２０１

税 引 前 当 期 利 益 １，７６４ △ ２，１６７ ３，９３１

法人税 住民税 事業税 ５ ５ ０・ 及 び

法 人 税 等 調 整 額 △ ２８３ △ ８８７ ６０４

当 期 利 益 ２，０４１ △ １，２８５ ３，３２７

前 期 繰 越 利 益 △ ４４，２１１ △ ４３，０５４ △ １，１５７

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 １４７ １２７ １９

当 期 未 処 分 利 益 △ ４２，０２２ △ ４４，２１１ ２，１８９

（注）なお、第７７期における特別損失の主な内訳は以下の通りとなります。

固定資産売除却損7 2百万円、投資有価証券評価損3 1 8百万円及び貸倒引当金繰入額

3,8 5 5百万円です。



重要な会計方針 
 １．資産の評価基準及び評価方法 
 （１）有価証券 
       その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評 
    価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のな 
    いもの並びに子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法を採用して
    おります。 
 （２）たな卸資産 
        商品に含まれる販売用不動産及び仕掛品に含まれる半成工事は個別法による原価法、その 
    他は移動平均法による原価法により評価しております。 
 ２．固定資産の減価償却の方法 
    有形固定資産及び無形固定資産については定額法、長期前払費用については均等償却によっ 
   ております。 
  ３．引当金の計上基準 
 （１）貸倒引当金 
       債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権 
    及び破産更生債権等については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。 
  （２）賞与引当金 
        従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当期の負担額を計上してお 
    ります。 
  （３）退職給付引当金 
        従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当 
    期末において発生していると認められる額を計上しております。 
    なお、会計基準変更時差異は、１５年で定額法により償却しております。また、数理計算 
    上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）で、発 
    生時の翌期から定額法により償却しております。 
 （４）役員退職慰労引当金  
       役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
        なお、当該引当金は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金に該当いたします。 
 ４．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
   ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 ５．消費税等の会計処理 
   税抜方式によっております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



貸借対照表及び損益計算書についての注記 
 １．有形固定資産の減価償却累計額        ４０，４５１百万円 
 ２．重要な外貨建資産・負債 
      売掛金                              ４８０百万円（3,999千米ドル） 
      投資有価証券                           ６９６百万円（126,320千比ペソ） 
      買掛金                                  ５１百万円（429千米ドル） 
 ３．担保に供している資産                             
   製    品                   ５４３百万円 
   有形固定資産                ２５，６２６百万円 
   投資有価証券                 １，０３２百万円 
 ４．子会社に対する短期金銭債権                       ６５百万円 
      子会社に対する短期金銭債務                        ６百万円 
  ５．受取手形裏書高                                   １５百万円 
 ６．保証債務残高                 ６，０９５百万円 
  ７．会社が発行する株式    普通株式   ２６４，０００，０００株 

発行済株式総数      普通株式   １９５，７７０，７１３株 
８．保有する自己株式数    普通株式        ９０，２０１株 
９．商法施行規則第７２条に規定する資本の欠損は36,029百万円であります。 

１０．退職給付に関する事項 
      退職給付債務は2,943百万円、年金資産は568百万円であり、未積立退職給付債務は2,375百 
   万円であります。これから未認識会計基準変更時差異1,507百万円及び未認識数理計算上の 
      差異283百万円を減じた退職給付引当金は583百万円であります。 
１１．土地の再評価 
      土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の 
    再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」として負債 
    の部に計上し、これを控除した残額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。
      再評価の方法                土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政   
                    令第119号）第2条第4号に定める、地価税評価額に合理的な 
                               調整を行って算定する方法 
      再評価を行った年月日      平成12年3月31日 
      同法律第10条に定める再評価を行った土地の当期末における 
   再評価額の時価と再評価後の帳簿価額との差額      ３７４百万円 
１２．子会社との取引高 
      営業取引以外の取引高                           ４７１百万円  
１３．リース契約により使用する重要な固定資産 
      大型コンピューター及びその周辺機器一式であります。 
１４．１株当たりの当期利益                １０円４３銭 

＊ 記載金額は、「１株当たりの当期利益」を除き、百万円未満の端数を切捨てて表示してあり
ます。 

 



損 失 処 理 案

（単位：百万円）

金 額

摘 要 第 ７７ 期 第 ７６ 期

平 成 １ ５ 年 平 成 １ ４ 年 増 減

（ ３ 月 期 ） （ ３ 月 期 ）

当期未処理損失 ４２，０２２ ４４，２１１ △２，１８９

計 ４２，０２２ ４４，２１１ △２，１８９

これを次のとおり処理いたします。

次 期 繰 越 損 失 ４２，０２２ ４４，２１１ △２，１８９



役 員 の 異 動 
 

当社は平成１５年６月２７日開催予定の定時株主総会ならびに定時株主総会終了後の取締役 

会(監査役会)において同日付の役員異動を行う予定です。 

本件については５月９日に発表済です。 

 

１． 代表取締役の異動 

 新 役 職 現 役 職 氏 名 

代表取締役社長 専務取締役  村井 浩介 

取締役相談役 代表取締役社長 城井  徹 

 

２． 新任取締役候補者 

新 役 職 現 役 職 氏 名 

取締役 

(社外取締役) 

三菱商事株式会社  

理事･金属グループＣＥＯ補佐 

上原 敢二郎 

 

３．新任監査役候補者 

新 役 職 現 役 職 氏 名 

監査役(常勤) 経理部専任部長 達中 輝一 

監査役 

(社外監査役) 

元 三菱商事株式会社 金属総括部

部長代理 

依田 健三 

 

４．退任予定監査役 

     監査役(社外監査役)  梅津 善徳 

     監査役(社外監査役)  髙田 喜義 

 

以  上 
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